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総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、依然厳しい状況にあるが、一部に持ち直しの動きがみられる。

●　失業率が高水準で推移するなど、雇用情勢は依然として厳しい。

●　個人消費は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。

●　輸出は大幅に増加しており、生産は持ち直しの動きがみられる。．業況判断は

全体として改善がみられ、設備投資は減少しているものの、先行きについて

下げ止まる兆しもみられる。

先行きについては、輸出の大幅な増加や生産の持ち直しの影響が、今後経済全体

に波及していくなかで、景気は持ち直しに向かうことが期待される。一方、世界的な株

安やドル安が進展したことにより、世界経済の先行き不透明感が一層高まっており、

我が国の最終需要が下押しされる懸念がある。

（政策の基本的態度）

J

政府は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」を早期に具体化する。

芸諾票票需品票票芸票言霊票に・経済活性化を目指した　J

また、デフレ克服に向け、政府・日本銀行は引き続き一体となって強力かつ総合的

な取組を行う。

各論

1．消費・投資などの需要動向

個人消費は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。



も

個人消軍は、需要側と販売側の動向を総合してみると、横ばいで推移する

なかで、一部に底固さもみられる。所得面で弱い動きが続いていることなどか

ら全体的な基調の改善には至らないものの、消費者マインドに持ち直しの動

きがみられることなどから一部の業種や支出項目においては増加の動きがみ

ちれる。

需要側の動向をみると、昨秋以降底固さがみられる。消費総合指数は3ケ月

前と比べ増加している。支出項目ごとの動向について家計調査をみると、実

質消費支出は、一時的な要因により大きく増加した項目がみられるほか；食

料が引き続き前年を上回るなど主に基礎的な支出項目に底固さがみられる。

販売側の動向をみると、全体的に弱い動きとなっている。小売業販売額は弱

い動きが続いている。このと土ろ減少幅を縮小してきていたチェーンストア販売

綾は、平成14年6月はほぼ前年並みとなった。百貨店販売額は、昨夏奴降一

進一退の動きを続けており、均してみれば横ばいとなってLiる。新車販売台数

は、軽乗用車と小型乗用車が引き続き好調に推移しているものの、普通乗用

車が大幅に前年を下回ったことから、前年をやや下回った。家電販売金額は、

テレビ等が木幅に増加したものの、パソコンやエアコンが前年を大きく下回っ

ていることから、全体では前年を下回った。旅行は、国内旅行は前年を大きく

下回り、このところ縮小していた海外旅行の前年比減少幅は大きく拡大した。

消費者マインドは、依然として水準は低いものの、持ち直しの動きがみられ

る。

設備投資は、減少しているものの、先行きについて下げ止まる兆しもみられる。

設備投資は、生産及び企業収益の減少等を背景に平成13年に入って以降

減少が続いてきた。需要側統計である「法人企業統計季報」でみると、平成13

年1－3月期以降減少が続いている。また、機械設備投資の供給側統計であ

る資本財出荷は、平成13年に入って以降減少が続いていたが、このところ下

げ止まりつつある。なお、ソフトウェア投資は、比較的堅調に推移している。

設備投資の今後の動向については、機械設備投資の先行指標である機械

受注が平成13年1．－3月期以降減少基調で推移してきたが、このところ下げ

止まりつつあることからみて、次第に下げ止まりに向かうものとみられる。ただ

し、日銀短観の平成14年度設備投資計画において減少が見込まれているこ

となどを考慮すれば、下げ止まった後も低調に推移することが見込まれる。

住宅建設は、弱含みとなっている。



住宅建設は、平成13年に入り、賀家は増加したものの、これまで堅調であっ

たマンションの着工が落ち着いてきたことに加えJ公庫持家の着工が大きく水

準を下げて推移したこと等から、平成13年度は、前年度比3．3％減の117．3万

戸と平成10年度以来3年ぶりに120万戸を下回る低い水準となった。

6月は、前月大幅に増加したこともあり、持家、貸家、分譲住宅の全てが減

少し、年率110．3万戸となった。先行きについては、雇用・所得環境が厳しいこ

と、不動産価格の長期的下落傾向により買い換えが困難となっていることなど

から、消費者の住宅取得マインドが低下しており、こうしたことが引き続き住宅

着工を減少させる要因になるものと見込まれる。

公共投資は、このところ平成13年度第2次補正予算の効果がみられるものの、総じ

て欄莞芸霊。て低調に推移している。平成14年度当初における公共事　J
業関連予算をみると、国、地方とも奉出の徹底した見直しと重点的な配分を行

っていることから、国の施設費を含む公共投資関係費は、前年度比10．7％減、

地方の投資的経費のうち単独事業費は、地方財政計画では、前年度比
I

10．0％滅となっている。

このような状況の中で、5月の公共工事請負金額、大手50．社受注額は前年

を上回るなど、今年度に繰り越された平成13年度第2次補正予算の下支え効

果がみられた。4－6月期でみると、公共工事請負金額が前年に近い水準と

なったが、大手50社受注額とともに引き続き前年を下回った。

麹畠は、アジア向けを中心に大幅に増加している。麹基は、緩やかに増加している。

貿易・サービス収支の黒字は、増加している。

輸出は、世界的な景気回復を背景に、半導体等電子部晶などの電気機器

や一般機械が大幅に増加、輸送用機器も堅調に推移しており、全体でも木幅

に増加している。地域別にみると、アジア向け輸出は、電気機器、一般機械、

輸送用機器を中心に大幅に増加している。アメリカ向け輸出は、電気機器と

一般機械を中心に緩やかに増加している。EU向け輸出は、電気機器、輸送

用機器を中心に増加している。今後については、世界的な景気回復が、引き

続き我が国輸出にとっての増加要因になるとみられるが、世界的な株安やド

ル安が進展したことによって、世界経済の先行きについて不透明感が一層高

まっていることに留意する必要がある。

輸入は、電気機械などにおける生産の持ち直しの動きを背景に、汀関連など

機械機器の輸入が増加しており、全体として緩やかに増加している。地域別

にみると、アジアからの輸入は、機械機器の輸入が堅調に推移しており、増加

している。EUからの輸入は横ばいとなって′いる。アメリカからの輸入は、航空

機など機械機器の輸入が増加していることを背景に、増加している。

J



国際収支をみると、貿易・サービス収支の黒字は、増加している。輸入数量

が緩やかに増加する一方で、輸出数量が大幅に増加していることが、黒字幅

の拡大に寄与している。

2．企業活動と雇用情勢

も

生産接、持ち直しの動きがみられる。

鉱工業生産は、昨年初めから大幅に減少していたが、2四半期連続で増加

した。輸出が大幅に増加していることや在庫調整が終了していること等を背景

に、生産は、持ち直しの動きがみられる。

ただし、世界経済の先行き不透明感の高まり等、忽念すべき点もあることに

は留意する必要がある。なお、製造工業生産予測調査によると7月は増加、8

月も増加が見込まれている。

一方、第3次産業活動の動向をみると、おおむね横ばいで推移している。

企業収益は、下げ止まりの兆しがみられる。また、企業の業況判断は、中小企業を

中心に依然厳しさがみられるものの、全体として改善がみられる。倒産件数は、高い

水準となっている。

企業収益は、「法人企業統計季報」によると、平成13年7－9月期以降、電

機機械などの製造業を中心に大幅な減益となっていた。平成14年1－3月期

は製造業で減益が続いているものの、非製造業で増益に転じ、全体として減

益幅が縮小した。また，日銀短観によると、平成14年度については、上期は

おおむね横ばい、下期は大幅な増益を見込んでいる。

企業の業況判断について、日銀短観をみると、中小企業を中心に低い水準

にあり、依然厳しさがみられるものの、製造業、非製造業とも全ての規模で改

善している。先行きについても、中小企業非製造業で若干悪化が見込まれて

いる以外は、改善を見込んでいる。

また、倒産件数は、東京商工リサーチ調べで6月は1，439件、4－6月期で

は4，780件となるなど、高い水準となっている。

雇用情勢は、依然として厳しい。残業時間が増加しているものの、完全失業率が高

水準で推移し、賃金も弱い動きが続いている。



6月の完全失業率は、前月比耐水準の5．4甲となった。完全失業者について

求職理由別にみると、最も多い非自発的な離職による者の増加幅は拡大して

いる。雇用者数については下げ止まっており、6月は前月比で増加した。

新規求人数は、前月比で減少したものの、基調としては持ち直しつつある。

新規求職件数が同時に大幅に減少したため、新規求人倍率は前月比上昇、

有効求人倍率は同横ばいとなっている。製造業の残業時間については、生産

の動きを反映し6月は横ばいとなったが、引き続き増加傾向にある。

賃金の動きをみると、定期給与は前月比で若干増加したものの、前年同月

比では減少が続いている。また、ボーナスを含む特別給与が前年同月比で減

少となり、弱い動きが続いている。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価は、横ばいとなっている。消費者物価は、弱含んでいる。

輸入物価は、このところ、契約通貨ベース、円ベースともに上昇している。国

内卸売物価は、横ばいとなっている。最近の動きをみると、電気機器、電力・

都市ガス・水道は下落しているものの、原油高を背景として、石油・石炭製品

は上昇している。また、企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続い

ている。

消費者物価は、平成12年秋以降弱含んでいる。最近の動きをみると、一般

サービスはほぼ横ばいとなっているものの、耐久消費財の下落などにより一

般商品は下落していることから、全体としては下落している。

こうした動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味におい七、緩や

かなデフレにある。

金融情勢をみると、株式相場は、下落した。対米ドル円相場は、上昇した後、下落し

た。

短期金利についてみると、オーバーナイトレートは、7月は、日本銀行による

金融緩和措置を反映して、0．001～0．002％で推移した。2、3ケ月物は、7月は、

おおむね横ばいで推移した。長期金利は、株価や為替の動向を懸念する市場

の見方などから、6月下旬から7月中旬にかけて低下した。その後、金融機関

による利益確定売りを見込む市場の見方などを背景に、7月下旬に、上昇し

た。

株式相場は、米国株式相場の下落等を背景に、下落した。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、3月下旬に133円台まで

下落した後、日米の景気の先行きに対する見方などを背景に7月中旬に115

J
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円台まで上昇した後、月末は、下施した。対ユーロ円相場（インター′くンク17

時時点）は、6月中下旬にかけて、117円台前半から119円台前半で推移した

後、7月上旬にやや上昇し、その後、115円台から117一円台で推移した。

マネタリーベース（月中平均残高）はJ日本銀行の潤沢な資金供給など（7月

日銀当座預金平均残高14．9兆円）を背景に、高い伸び率となっている（7月：

前年同月比25．1％）。M2＋CD（月中平均残高）は、このところ、3％台半ばで

推移している（6月速報：前年同月比3．4％増）。民間金融機関の貸出（総貸出

平残前年比）は、96年秋以来マイナスが続いており、企業の資金需要の低迷

等を背景に、依然低調に推移している。貸出金利は、金融緩和等を背景に、

昨年初来低下傾向で推移して来たが、このところ横ばい圏で推移している。企

業の資金繰り状況を見るとやや改善の動きが見られ、民間債と国債との流通

利回りスプレッドがこのところやや縮小している。

4．海外経済

世界の景気は、緩やかに回復しているものの、先行き不透明感が一層高まってい

る。

世界の景気は、緩やかに回復しているものの、先行き不透明感が一層高ま

っている。

アメリカでは、景気の回復は緩やかになっている。個人消費の伸びは鈍化し

ている。住宅建設は高い水準にある。設備投資は機械設備等を中心に下げ

止まっている。生産は増加している。雇用は持ち直している。物価は安定して

いる。

アジアをみると、景気は回復している。中国では、景気の拡大テンポは高ま‾

っている。韓国、タイでは、景気は拡大している。台湾、シンガポール、マレイ

シアでは、景気は回復している。対米輸出については、韓国、タイ、台湾、シン

ガポール、マレイシアでこのところ鈍化がみられる。

ヨーロッパをみると、（1）ユーロ圏では、景気は持ち直し傾向にある。ドイツで

時、景気は持ち直しの動きが弱まっている。フランスでは、景気は持ち直し傾

向にある。（2）イギリスでは、景気に回復の動きがみられる。
′

金融情勢をみると、アメリカの株価は、企業会計不信の高まりや大手通信会

社の経営破綻などから、7月は下落基調で推移したが、下旬に企業改革関連

法案が蒔会両院で合意されたことなどから大幅に上昇した。また、その他の

主要な株式市場でも株価は同様に推移し、7月下旬には上昇した。ドルは7月

中旬まで減価したが、その後米株価の上昇に伴い増価した。アメリカの長期

金利は、証券市場における米国債への資金シフト等から低下基調で推移し、



7月末には上昇した。カナダでは1月中旬に今年三度目となる利上げを実施し

た。

国際商品市況をみると、原油価格は、7月はおおむね横ばいで推移した。

世界経済の先行きについては、このところの世界的な株安・ドル安や、それ
l

に伴うマインドの悪化によって、不透明感がT層高まっている。



［今月のトピックコ

アメリカ：悪化する連邦政府財政収支

くポイント＞

1・先月公表された行政管理予算局（OMB）の年央財政収支見通しによると、2882会計年度
（2001年18月～2002車9月）の財政収支はt，悶0億ドルの赤字となることが見込まれてい

る。ブッシュ政権最初の予算教書（2801年2月）では2，830億ドルの黒字が見込まれていた
ことに照らすと、財政収支が4，480億ドル（対GDP比4．4％）悪化したことになる（図1）。

も

も

2・こうした大幅な悪化は、大聖減税擢0馴年6月成立）や景気刺激パッケージCZロ82年3月
成立）などの財政措置に加えて、予想以上に景気が悪化したためである。財政収支見通しの
前提となる政府経済見通しは暦年ペースでしか公表されていないが、2001年2月時点から
大幅に下方惇正されたことが伺える。2m年度経済見通しの変化を民間コンセンサス予測を
用いて試算すると、し2％程度下方に鰭正されている（図2）。

3・OMB・議会資料をもとに歳出・歳入別に悪化の要因を調べると、景気悪化要因が6割を占
めており、悪化の主因である。また、2割が減税等の要国であり、残る2割が歳出増雪国で
ある（図3）。

図2、経済成長は大きく下方シフト
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（注）1．2002年度予王教書へしス封ン見過しく2001年2月）から2002年OM8年央財政見通Jく2082年7月）への悪化囁。
2．加速度愕却等による法人税濡枝の数億は、おTUohtComm的eeonT～Xatbn、2802年3月カニよる。それ以外

の数値まOM8く2802年7月）による。
3．大型減税く2001年6月成立）は法人税的何期隈の繰り延べ措置による税収増加分を含む。所得税浪板は

650位ドル。
4．加速度偶初等による法人税減税、矢冥保険給付期闇延長等は、景気刺激パッケージ（2002年3月成立）に

よる●

5．故実善因としてOHBが計宣している勧ヽら大型減税、加速度慣却琴による法人税減税蟹引いた痛苦。

5・鼻気茎化要因にはテク二刀ル要因（ストックオプションからの収入など、歴渚的前提に明示的に表れない変化
による要因）を含む。　　　　　　　　　　　　　　　　、

了．公表資料の数値は10億ドル単位と憶ドル単位が慧在するため、用億　ル単位で四揺五入してある。そのた
め、各項目においてそれぞれの内訳の和は必ずしも全体と一致しない。



注）

＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）は、平成14年5月

（速報値）季節調整済3ケ月前比0．4％増の後、6月（速報値）は同0．4％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、GDPの個人消費には含まれ

ない「仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい高額消費である「自動車等購入」などを

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

賃、医療費について別途供給側の統計を用いて計算したものを加える。詳細は、ディ

スカッションペーパー（http：／／www5・甲0・gOjp／keizai3／discussion－
paper／menu．htmf）を参照。

家計調査の全世帯実質消費支出は、5月季節調整済前月七ヒ3．3％減の後、6月（速

報値）は同3．0％増（前年同月比2．8％増）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、6月（速報値）

は季節調整済前月比1．3％増（前年同月比1．4％増）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、6月（速報値）は季節調整済前月

比0．4％減（前年同月比3．7％滅）となった。また、百貨店販売纏は、6月（速報値）は、

前年同月比0．7％滅（店舗調整後）（季節調整済前月比1．4％増（店舗調整前））となっ

た。

チェーンストア販売績（日本チェーンストア協会調べ）は、6月は、前年同月比0．1％

増（店舗調整後）（季節調整済前月比0．9％増（店舗調整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、6月前年同月比0．5％減の後、7月（速

報値）は同0．5％減となった。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、5月前年同月比1．6％減の後、6月は

同6．9％減となった。

大手旅行業者13社取扱金額の6月は、前年同月比で国内旅行が6．9％減、海外旅

行が同16．1％減となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、3月前期差1．5ポイン

ト改善の後、6月間0．9ポイント改善となった。

＜設備投資＞

平成14年1－3月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業、ソ

フトウェアを除く）でみると、季節調整済前期比で5．2％減（前年同期比16．8％減）とな

っており、うち製造業では同9．3％減（同27．8％減）、非製造業では同3．1％減（同

11．0％滅）となっている。

J

J
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経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調整済

前月比で5月は12．3％増（前年同期比10．0％減）の後、6月は同6．9％滅（同14．7％

減）となっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査）により設備投資の動向（ソフト

ウエアを除く）をみると、大企業の平成14年度設備投資計画は、製造業で前年度比

8．9％減、非製造業で同5．2％減となっており、全産業では同6．7％滅となっている。ま

た、中小企業では製造業で同17．4％減、非製造業で同6．7％滅となっており、全産業

では同9．3％減となっている。

経済産業省「特定サービス産業動態統計」でみると、受注ソフトウエア売上高は、4

月は前年同月比0．3％増の後、一5月は16．0％増となっている。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で4月は8．4％増（前年同月

比17．9％滅）の後、5月は同0．2％増（同16．6％滅）となり、下げ止まりつつある。なお、

平成14年4－6月期（見通し、3月調査時点）の機械受注（船舶・電力除、く民需）は、

季節調整済前瑚比で0．3％滅（前年同期比19．9％滅）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、季節調整済前月比で5月は0．5％増

（前年同月比16．5％減）の後、6月は同3．7％減（同19．0％減）となっている。

＜住宅建設＞

国土交通省「姪築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成13年4－6月期は0．9％減、7－9月期は4．0％増、10－12月は3．4％減、平

成14年1－3月期は0．0％減、4月は2．5％増、5月は11．3％増、6月は13．1％減とな

った。内訳をみると、公庫持家の着工（同）は、平成13年4－6月期は20．9％減、7－

9月期は4．6％減、10－12月は16．4％減、平成14年1－3月期は25．4％減、4月は

2．3％増、5月は8．寧％滅二6月は16．5％滅となり、共同建分譲住宅の着工（同）は、平

成13年4－6月期は4．5％増、7－9月期は12．0％増、10－12月は12．3％滅、平成

1．4年1－3月期は12．1％増、4月は6．4％減、5月は22．5％増、6月は5．2％減となっ

た。また、新設住宅着工床面積（同）は、平成13年4－6月期は3・3％減、7－9月期

は5．8％増、10－12月は3．0％減、平成14年1－3月期は3．6％滅、4月は2．8％増、

5月は7．2％増、6月は10．8％減となった。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総合研究

所「不動産購買態度指数」をみると、平成12年は、2月・1甲・4月128・6月124・8月
118、10月122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月117、8月110、10

月109、12月104、平成14年は、2月104、4月114、6月117となった。

＜公共投資＞

平成14年度の国の一般会計予算（当初yをみると、施設費を含む公共投資関係費

は、前年度比10．7％減と規模を縮減しつつ、「予算編成の基本方針」の重点7分野に



ヽヽ

重点化している。

地方の予算をみると、平成14年度地方財政計画では、投資的経費のうち地方単独

事業費について、前年度比10．0％減としつつ、国の歳出予算と歩を一にして歳出の

徹底した見直しと重点的な配分を行うこととしている。総務省がまとめた都道府県、政

令指定都市の当初予算額（普通会計）では、普通建設事業費は、都道府県で前年度

比9．8％滅、政令指定都市で同13．4％減、両者を合わせると同10．3％滅となっている。

また、時事通信社調査によれば、普通建設事業費は、都道府県で前年度比9．8％滅、

政令指定都市で同12．9％滅、中核市で同7．8％滅、その他の県庁所在市で同12，6％

滅となっており、これらを単純合計すると、前年度比10．1％減となっている（骨格予算

を編成した地方公共団体などを除く）。

芸票監禁冨霊霊吉富票票票票監禁票票盤　J
設工事受注額は、前年同月比で5月15．6％増の後、6月は39．2％減となったらまた、

公共工事請負金額（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で5月3．4％増の後、

6月は4．8％減となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で5月8．3％増の後、6月は6．1％

漉く前年同月比10．4％増）となった。また、前期比で1‾－3月期6二4％増の後、4－6月

期は7．3％増（前年同期比10．0％増）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で5月1．5％増の後、6月7．5％漉

く前年同月比2．2％滅）となった。また、前期比で1－3月期1．1％減の後、4－6月期は

2．1％増（前年同期比0．8％滅）となっている。

孟禁謡票票監禁禁霊霊票霊慧　J
った。

＜生産・出荷・在庫＞

6月の鉱工業生産指数（季節調整値、速報）は、電気機械や輸送機械等が減少した

ことから、前月比0．7％滅となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で7月は一般機械やその他工業等により

1．6％増の後、8月は輸送機械や一般機械等により1．8％増になると見込まれている。

6月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、速報）は、前月比1．7％減となった。

また、6月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、速報）は100．9となってい

る。

5月の第3次産業活動指数（季節調整値、速報）は、サービス業、卸売りト売業、飲

食店等が増加した結果、前月比1．0％増となった。



＜企業＞
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財務省「法人企業統計季報」によると、1－3月期の経常利益は全産業で前年同期

比14．6％滅、製造業は42．2％滅、非製造業は6．9％増となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査）によると、平成14年度の経常

利益は、全規模・全産業で、上期は前年同期比0．2％、下期は同30．2％、通期では前

年比16．1％の増益を見込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、大企業は14％ポイント改善して△17％ポイ

ント、中小企業は7％ポイシト改善して△39％ポイント、全規模合計では9％ポイント

改善して△32％ポイントとなった。

＜倒産＞・

企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、6月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，439件（前年同月比4．7％滅）、負債総額は6．736

億円（同4．8％増）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，415件（同9．5％滅）、負債総額は7．031億円（同1．8％増）とならてい

る。また、大型倒産（負債額10億円以上）は、上場企業3件を含む76件（同19．1％

減）とならており、・主な大型倒産としては、東証2部上場の金属加工機械メーカーの

住倉工業（負債18億円）、大証2部上場の中堅ゼネコン藤木工務店（同631億円）、

店頭上場の亜昭製品、窯業原料製造のハクスイテック（負債324億円）など（東京商

工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、6月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前月

比同水準の5．4％となった。完全失業者数（季節．調整値）は、男女計で前月差3万人

増の361万人となった。求職理由別完全失業者数（原数値）は、非自発的な離職によ

る者は、5月152万人（前年同月差50万人増）の後、6月は153万人（同61万人増）

となった。自発的離職による者は、5月121万人（同1万人減）の後、6月は117万人

（同14万人減）となった。

労働力調査によると、6月の雇用者数（季節調整値）は、男女計で前月比0．6％増の

5，333万人となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、5月季節調整済前月比1．4％増

の後、6月は同4．9％減（前年同月比3．0％減）となった。有効求人数は、5月同1．2％

増の後、6月は同0．1％減（同5．3％滅）となった。新規求職件数は、5月同3．9％減の

後、6月は同6．5％減（同6．j％増）となった。有効求職者数は、5月間0．5％増の後、6

月は同1．0％減（同8．3％増）となった。新規泉人倍率（季節調整値）は5月0．95倍の後、

6月0．96倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、5月0．53倍の後、6月0．53倍と



なった。
ヽ　ヽ

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は5月季節調整済前月比3．1％増（前年同月比1．2％増）の後、6月は同同水準（同

3．5％増）（速報値）となった。

毎月勤労続計調査によると、きまって支給する給与は、事業所規模5人以上では5

月季節調整済前月比0．5％減（前年同月比1．8％滅）の後、6月は同0．1％増（同1．7％

滅）（速報値）となった。特別に支払われた給与は、事業所規模5人以上では6月前年

同月比6．6％減（速報値）となった。

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の輸出物価（円ベース）は、6月は前月比1．7％の下落

（前年同月比0・4％下落）、4－6月平均の3ケ月前比（卜3月平均対比、以下同じ）　　J
は2．0％の下落となった。輸入物価（円ベース）は、6月は前月比1．4％の下落（前年同

月比2．3％下落）、4－6月平均の3ケ月前比はn5％の上昇となった。また、国内卸売

物価は、6月は、前月比保合い（前年同月比1．0％下落）、3ケ月前比は保合いとなっ、

た。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の6月の企業向けサービス価格は前年同

月比0．9％の下落（前月比0．2％上昇）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、6月は前年同月比

0．8％の下落（季節調整済前月比保合い）、4－6月平均の前年同期比は0．9％の下

落となった。一般サービスは、6月は前年同月比保合い、4－6月平均の前年同期比

は0．1％の下落となった。一般商品は、6月は前年同月比1．8％の下落、4－6月平均

の前年同期比は1．9％の下落となった。また、「消費者物価指数（東京都区部、中旬

速報値）」の生鮮食品を除く総令は、7月は前年同月比1．0％の下落（季節調整済前

月比0．1％上昇）、5－7月平均の前年同期比は1．0％の下落となった。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、7月は、0．001～0．002％で推移した。3ケ月

物ユーロ円TIBORは、7月は、0．08～0．09％台で推移した。10年物国債流通利回り

は、7月は、1．2％台後半から1．3％台前半で推移した。

東証堆価指数（TO円X）は、7月未には965ポイントとなった。日経平均株価は、7
月末には9，877円となった。

広義流動性は、6月（速報）は前年同月比1．7％増となった。金融機関（全国銀行）の

貸出（月中平均残高）は、6月（速報）は前年同月比4．5％減（貸出債権流動化・償却

要因等調整後2．5％減）となった。6月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）

は、転換社債の発行は無かった。また、国内公募事業債の起債実績は、4，850億円

（銀行起債は900億円）となった。国内銀行の貸出約定平均金利（新規実行分）は、6



月は前月比で短期は0．078％ポイント低下し、長期は0．173％ポイント上昇したことか

ら、総合では0．008％ポイント上昇し1．606％となった。日本銀行「全国企業短期経済

観測調査」（6月調査）によると、資金繰り判断、金融機関の貸出態度ともにこやや改

善の動きが見られる。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の6月の現状判断Dlは、前月を3．3ポイント下回り、

42．9となった。先行き判断DIは、前月を2．4ポイント下回り、47．3となった。
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